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1.研究の目的と背景

 2005年頃から先進国の出生率が反転上昇する傾向が見
られた（Goldstein,J.R.2009)。

 「緩少子化」（moderately low fertility）に対する「超少子
化」 “very low fertility”（TFR＜1. 5）の国の動きが注目さ
れる（佐藤200８・余田・岩澤2018 ）。

 ドイツのTFR （最低値1996年1.24）は2016年の1.59まで
、日本のTFR （最低値2005年1.26）も2015年に1.4５まで
回復したが2018年現在1.42まで後退している（図１ ）。

 ここでは日本の出生動向を長期的視点から再度分析し、
この動きが再生産レベル回復に向かう可能性について検
討する。

図１ 合計出生率の動向:1980-2017
日本とドイツ

資料：国立社会保障・人口問題研究所（2019）BiB(2018)より作図

2.レキシス・ダイアグラム（縦軸:年齢、横軸:年
次）による観察

 年齢別出生率の推移1949-2016年をサーモグラフ（原2007）
化し、戦後から今日まで変化を俯瞰する（図２）。

 戦後の第1次ベビーブームでは15歳から49歳までの幅広い
年齢層で出生率が高まったが、高年齢の出生率から低下
が始まり（産み納め型の出生抑制）、1960年代に入る頃に
は、24歳前後の適齢期を中心に安定化する。

 1974年頃から出生率の分布がより高い年齢にゆっくりとシフ
トし始めるともに出生率のピークが低下し、低年齢と高年齢
の出生率の幅が広がって行く。

 2005年にはピーク出生率を示す年齢幅が最も狭くなり、以
降、再び、広がり始めていることがわかる。

図２：年齢別出生率の推移1949-2016年 ３．結婚・出生タイミングの高年齢シフト

 平均初婚年齢：24.4歳（1960年）から24.5歳（1974年）
まで安定的に推移、30.4歳（2016年）まで上昇（図3）。

 第１子平均出生年齢： 25.6 歳（1960年）から25.6歳（
1974年）まで安定的に推移、30.8歳（2016年）まで上昇
（図3）。

 29歳以下の合計出生率：1.56（1974年）から0.58(2016年)ま
でほぼ単調減少。（図４）

 30歳以上の合計出生率：0.41（77年）から0.87(2016)までほ
ぼ単調増加。（図４）

 両者が2005-6年に交差。2006年以降、30歳以上の増加>29
歳以下の減少、全体の合計出生率が増加に転じた。
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図３ 平均初婚年齡・第１子出生年齡

☛平均初婚年齡は24.2歳から2016年29.4歳へ

図4 29歳以下と30歳以上の合計出生力

☛2006年に29歳以下の減少を30歳以上の増加が上回った。

４．教育期間の延伸と平均初婚年齢

平均在学期間（15歳-49歳）：1970年の3.20年か
ら2014年の5.35年に延伸。教育修了：18.2歳か
ら20.4歳（＋2.2歳）となる。

平均初婚年齡（15歳-49歳）は1970年24.2歳から
2014年の29.4歳まで（＋5.2歳）延伸。

両者の関係は多項式で近似可能。
 y = 1.1121x3 - 63.473x2 + 1208.7x - 7653.6、R² = 0.9961

 タイミングシフト：大学進学率↑⇒教育修了年齡
↑⇒平均初婚年齡↑

図4 在学期間と初婚年齡の関係 1970-2012年

☛1970年代中頃から在学期間が延伸⇒初婚年齢が上昇

計算方法

 15歳以上の平均教育期間（15－49歳） 女子

a. Rhi:高等学校進学率,Rjc:短大等への進学率,Rc:大学等進
学率, 

b. PRjhi:最終学歴中学卒割合＝100-Rhi,PRhi: 最終学歴高校
卒割合＝ 100-Prjhi-Rhi,PRjc=最終学歴短大卒＝ Rjc,PRc=
最終学歴大学卒= Rc- Rjc,

c. 15歳からの平均教育期間：最終学歴中学卒＝１，最終学歴
高校卒＝4、最終学歴短大卒＝６，最終学歴大卒＝８

d. コーホートの平均教育期間＝ PRjhi＊１＋ PRhi＊４＋ PRjc
＊６＋ PRc＊８

e. 年次の平均教育期間＝Σコーホートの平均教育期間÷32

５．年齡別初婚率と50歳時未婚割合

期間（1980年vs.2015年）
 平均初婚年齡：25.2歳から29.4歳。累積は遅く、分布
が凸から平らに、50歳時未婚は15.2％⇒19.32％。

 コーホート（1947年出生vs.1970年出生）
 平均初婚年齡：24.0歳から26.2歳（39歳未満の平均）
。累積は遅く、分布が凸から平らに、ただし最新のコー
ホートでは35歳を超えも累積が続くため最終的な50
歳時未婚割合は23.9％⇒22.4％と僅かに低下する。

 最終的には2割近くが未婚に留まる。
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図５ 年齢別初婚率
：1980年vs.2015年

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。

図６ コーホート年齢別初婚率
：1947年出生vs.1970年出生

☛平均初婚年齡が高くなると、年齡別初婚率の分布が平らになり、累積
のスピードが遅くなり、50歳時未婚割合が大きくなる。

６．出生タイミングと累積出生率CTFR

 コーホート（1945年出生vs.1970年出生）（図７）

 平均初婚年齡：24.0歳から26.2歳（39歳未満の平均）
平均出生年齡：26.8歳から29.5歳（47歳未満の平均）

 累積は遅く、分布が凸から平らになる。

 最終的な累積出生率CTFR：2.10から1.47に低下。

 晩婚晩産化⇒各年齡の初婚率・出生率の上昇が遅延
し、分布がフラットになる⇒累積値の増加が抑えられ、
完結出生率が低下。

 ２６歳時と４９歳時の累積出生率：強い相関（図８）

図７年齢別出生率の変化
出生コーホート 1945年 ｖｓ．1970年

☛ピークが高年齢にシフト、累積の上限CTFR2.03⇒1.46

図８ 26歳と49歳の累積出生率の相関

☛ ２６歳時と４９歳時の累積出生率の相関

７．出生コーホート別の完結出生児数別割合

 無子：1955-1960年出生以降、増加。 1965-1970年出生：有
配偶9.9％、全体23.3％。 ＊以下、全体（図９）

 第１子： 1955-1960年出生以降、増加。 1965-1970年出生で
有配偶18.2％、全体13.2％。

 第２子：1942-1947年出生（有配偶57.9％、全体50.3％）から
1965-1970年出生（有配偶51.3％、全体37.3％)。

 第３子：19５５-19６０年出生（有配偶29.0％、全体24.3％) か
ら1965-1970年出生（有配偶の18.2％、全体13.2％) 。

 第４子以上：１９００-19０５年出生（有配偶64.3％、全体46.2％
) から1965-1970年出生（有配偶2.6％、全体1.8％) 。
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図９完結出生児数別割合：全女性

☛1955-1960年出生以降、無子と１子が増加、３子以上が減少。

８.パリティ分布からみた最大TFR

 第1子出生率の最大値＝１－（生涯未婚割合＋有配偶無子
割合）により制約される。

 第２子出生率の最大値＝（平均初婚年齢＋第1子平均出生
年齡）の上昇⇒出生可能期間の短縮分だけ制約される。

 第３子、第４子、第５子、第６子出生率も同様に平均初婚年
齢の上昇にともない出生可能期間が短縮される分だけ制約
される。また平均出生間隔を２年と仮定すれば順位が高くな
る程、出生可能期間は短縮される。

 モデル計算によれば、2016年の水準（平均初婚年齢29.4歳、
生涯未婚割合15％、有配偶無子割合10％）でTFRの最大値
は1.７８と置換水準の2.08をすでに下回っている(図１０）。

図10 パリティ分布を考慮した最大TFR

☛平均初婚年齢の上昇⇒TFRの回復には制約がある。

まとめと考察

 1974年頃から出生力の高年齢シフトが始まり低年齢の出生
力が低下、出生力の年齢分布が平坦化する。この出生力の
30歳以上の増加と29歳未満の減少は2005年で交錯し、前
者が後者を上回ったことが近年の回復をもたらした。（近年
の政策効果ではない）。

 平均在学期間の延伸と初婚・出生タイミングの遅延は生涯未
婚率や無子割合の上昇、高順位出生減少をともなう。

 モデル計算によれば、2016年現在、TFRの最大値は1.78ま
で低下、置換水準の2.08をすでに下回っている。

 このため30歳以上の出生力の増加には限界があり、現状の
ままでは再生産水準を回復する見込みはない。
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